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第９期みやぎ高齢者元気プランの進捗状況等について 

 

第１章 みんなで支え合う地域づくり 

第１項 地域包括ケアシステムの深化・推進 

 住民から専門職まで地域を構成するみんなが支え合う地域づくりを進めます。 

事業実績 ・地域包括支援センター職員等研修事業など１４事業を実施。 

評 価 ・「宮城県地域包括ケア推進協議会」、「認知症地域ケア推進会議」、「宮城県地域支

え合い・生活推進連絡会議」等の運営等により関係機関・団体等のネットワー

ク構築が進んだ。 

・地域包括ケア総合推進・支援事業において、地域包括ケアシステム深化・推進

研修会（在宅医療・介護連携推進に関する研修会）はアドバンス・ケア・プラ

ンニング（ACP）をテーマとして、市町村や地域包括支援センター職員等を対

象に県内 3地区で実施し、意思決定支援や多職種連携の意識が醸成された。 

・地域包括支援センター機能強化推進事業において、地域包括ケアシステムの中

核的機関である地域包括支援センターが担う介護予防支援及び包括的支援事

業（①介護予防ケアマネジメント、②総合相談支援業務、③権利擁護業務、④

包括的・継続的ケアメネジメント支援業務）を遂行するために必要な知識・技

術を習得するための研修を実施し、担当職員の知識・技術の向上を図った。 

・ケアマネジャー多職種連携支援体制強化事業において、医療職や介護職による

事例検討等を通じ多職種連携の意識の醸成及び多職種連携体制の基盤づくり

を推進した。 

・認知症高齢者等介護家族支援事業による電話相談体制の整備、市町村や関係団

体が実施する認知症介護家族交流会や相談会、研修会等の開催及び家族会の立

ち上げ等を支援し、介護家族支援体制の充実を図った。 

 

第２項 地域支え合いと介護予防・生活支援の推進 

 支え合いをベースとした地域づくりとともに介護予防・生活支援を推進します。 

事業実績 ・地域支援事業交付金など２３事業を実施。  

評 価 ・宮城県地域支え合い・生活支援推進連絡会議の運営、アドバイザー派遣や伴走

型支援の実施により市町村の生活支援や社会参加における体制整備が進んだ。 

・生活支援コーディネーターの人材育成により、高齢者が地域の多様な主体によ

る支援や多様な活動とマッチングできる基盤整備が進んだ。 

・宮城県・市町村老人クラブ連合会の取組支援及び「みやぎシニアカレッジ(宮城

いきいき学園)」の運営支援を通じ、地域支え合いの基盤となる高齢者の人材育

成が進んだ。 
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第３項 安全な暮らしの確保 

 災害や感染症、事故による被害を最小限に食い止めるための取組を進めます。 

事業実績 ・地域介護・福祉空間等施設整備交付金事業など１２事業を実施。  

評 価 ・高齢者施設の防災・減災対策を推進するため、非常用自家発電設備や水害対策

強化事業への補助を行い、利用者等の安全・安心の確保に努めた。 

 

 

●目標値の現況 

No 指標 
初期値 

【調査時点】 

目標値 

【R８年度末】 

現況値 

【調査時点】 
取組の評価 

１ 
生活支援コーディネ
ーター養成研修修了
者数 

1,029 人
【R4】 

1,200 人 
1,121 人 
【R6.11】 

順調に増加し、令和５年度には４７人増
加した。令和８年度末での目標達成は可
能と考えられる。 

2 
介護支援専門員に対
する多職種連携に向
けた支援回数 

280 回 
【R4】 

400 回 
327 回 
【R5】 

令和５年度は 47 回開催した。令和 8 年
度末での目標達成は可能と考えられる。 

 

 

第二章 自分らしい生き方の実現 

第一項 認知症の人にやさしいまちづくり 

 認知症になっても自分らしく安心して暮らせるまちづくりを進めます。 

事業実績 ・認知症地域ケア推進事業など１４事業を実施。  

評 価 ・認知症介護に関する研修を実施することにより、認知症介護の専門職員を養成

し、認知症介護技術の向上に寄与した。 

・かかりつけ医、歯科医師、薬剤師及び看護師等の医療従事者を対象とした認知

症対応力向上研修を実施し、認知症患者への適切なケアの確保及び認知症の早

期発見・早期対応システムの充実に寄与した。 

・ピアサポート活動支援事業において、認知症当事者による市町村主催の相談会

等の運営支援や認知症の普及啓発のための研修会講師等の機会を確保し、認知

症の正しい理解の促進や本人発信支援を推進した。 

・県が指定する認知症疾患医療センターにおいて、認知症疾患に関する鑑別診断

や初期対応、地域に向けた情報発信や普及啓発等を推進した。 
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第二項 生きがいに満ちた生活の実現 

 高齢者が社会の主役としていきいきと活躍する社会づくりを目指します。  

事業実績 ・高齢者生活支援・生きがい健康づくり事業など１３事業を実施。  

評 価 ・宮城県及び市町村老人クラブ連合会が行う社会参加活動等の各種取組を支援

し、老人クラブ活動の活性化を図るとともに高齢者の活動の場を増やし、高齢

者の生きがいや健康づくりの推進に寄与した。 

・「みやぎシニアカレッジ(宮城いきいき学園)」の運営支援により、組織的・継続

的な高齢者の生きがい対策及び地域活動指導者養成を推進した。 

・宮城シニア美術展の開催や全国健康福祉祭に選手を派遣し、高齢者スポーツ・

文化活動、健康づくり活動等による豊かで生きがいのある高齢期の実現に寄与

した。 

 

第三項 自分らしく生きるための権利擁護 

 誰でもどんなときでも人権を尊重され、自分の意思で生活できる社会を目指します。 

事業実績 ・高齢者権利擁護推進事業など７事業を実施。 

評 価 ・介護保険施設及び介護サービス事業所に勤務する職員、市町村担当職員を対象

として、高齢者虐待防止等に関する研修会を実施し、高齢者虐待の防止や本人

の権利擁護の視点に立った支援を推進した。 

・高齢者虐待防止に関して専門的知識を有する民間権利擁護団体に市町村等から

の相談対応を委託し、市町村等が行う高齢者虐待対応の支援を行った。 

 

 

●目標値の現況 

No 指標 
初期値 

【調査時点】 

目標値 

【R８年度末】 

現況値 

【調査時点】 
取組の評価 

１ 

介護予防に資する住
民主体の通いの場参
加率 
【第９期から変更】 

8．2%
【R3】 

11．2% 
７．４％ 
【R４】 

令和６年度に公表された、令和４年度介
護予防・日常生活支援総合事業報告にお
いて、参加率の減少がみられているとこ
ろであるが、コロナ禍の影響が大きいも
のと分析。令和６年度は参加率上位 5 市
町村の取組を追加調査し、県内市町村に
共有しており、引き続き要因分析を進め
るとともに人材育成支援、アドバイザー
派遣支援等により通いの場の充実化を推
進していく。 

2 
成年後見制度利用促
進に係る市町村計画
の策定 

23市町村

【R5.10】 
全 35 市町村 

27 市町村 
【R6.12】 

策定済市町村が増えているものの、検討
が進んでいない市町村もあることから、
引き続き、普及啓発研修等を通じて計画
策定の意義について周知していくととも
に、策定済市町村の情報を共有するなど、
市町村支援を実施していく。 



【資料２】 

4 

 

No 指標 
初期値 

【調査時点】 

目標値 

【R８年度末】 

現況値 

【調査時点】 
取組の評価 

３ 
成年後見制度利用促
進に係る中核機関の
設置 

8市町村

【R5.10】 
全 35 市町村 

12 市町村 
【R6.12】 

「第二期成年後見制度利用促進基本計
画」KPI では、令和６年度が中核機関設置
の目標年度となっていることもあり、設
置済市町村が増えている。しかし、設置済
市町村数は全体の1/3以下であることか
ら、引き続き、市町村間の情報共有や専門
職との連携強化を目的とした情報交換会
や司法職派遣事業の実施、設置済市町村
の事例提供など、市町村支援を実施して
いく。 

４ 
チームオレンジ立ち
上げ市町村数 

４市町村 

【R5.3】 
全 35 市町村 

７市町村 
【R6.4】 

市町村職員を対象としたチームオレンジ
コーディネーター研修を実施したが、立
ち上げ市町村数は全体の約２割にとどま
った。今後もチームオレンジの立ち上げ・
運用等に思い悩む市町村に対して、研修
会の実施等により支援する必要がある。 

５ 

認知症サポータース
テップアップ講座を
開催している市町村
数 
【第９期から追加】 

15市町村 

【R5.3】 
全 35 市町村 

１９市町村 
【R6.4】 

認知症サポーターステップアップ講座開
催市町村数は約５割であった。チームオ
レンジの立ち上げには講座修了者の参加
が必須であるため、講座開催に向けた効
果的な支援方法について検討していく必
要がある。 

６ 

人口の 10%以上が
認知症サポーター養
成講座を受講してい
る市町村数 
【第９期から追加】 

19市町村 

【R5.6】 
全 35 市町村 

２１市町村 
【R6.3】 

認知症サポーター養成講座の講師となる
キャラバン・メイト養成研修を行ってい
るが、認知症サポーター養成数は目標値
の 6 割にとどまっている。認知症サポー
ター養成講座を増やすため、キャラバン・
メイトの養成数を増やす必要がある。 

第三章 安心できるサービスの提供 

第一項 サービス提供基盤の整備 

 高齢者がいつまでも住み慣れた地域で生活できる環境づくりを進めます。 

事業実績 ・特別養護老人ホーム建設費補助事業など１９事業実施した。   

評 価 ・特別養護老人ホーム(広域型)の大規模改修事業に補助を行い、施設の長寿命化

とともに、入所者の環境整備を図った。 

第二項 介護を担う人材の確保・養成・定着 

 質の高い介護人材を安定的に確保できる体制づくりを進めます。  

事業実績 ・介護人材確保推進事業など１８事業を実施した。 

評 価 ・介護施設における外国人介護人材の受入れを支援したほか、外国人介護人材に

関する相談窓口の設置や受入れに向けた普及啓発セミナーを実施することに

より、県内介護施設等における外国人介護人材の確保を推進した。 

・外国人介護人材の資質向上に向けて、日本語や介護技術の無料講座を開講した
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ほか、実務者研修資格取得を支援した。 

・介護のイメージを向上するため、地域イベントや介護体験授業を実施し、中高

生や進路選択に影響を及ぼす親世代や教員に対して、介護職についての普及啓

発を行った。 

・介護事業所の生産性向上に向けた宮城県介護事業所支援相談センターを設置

し、介護事業所がいつでも相談出来る体制を整え、相談内容に応じた業務改善

やロボット等介護機器の導入を支援することにより、介護職員の負担軽減を図

った。 

 

第三項 介護サービスの質の確保・向上 

 より良いサービスを継続して受けられる体制づくりを進めます。  

事業実績 ・介護サービス情報の公表推進事業など１２事業を実施した。 

評 価 ・認定調査員、介護認定審査会委員及び主治医に対する研修等を実施し、要介護

認定業務が公平・公正かつ適切な実施に寄与した。  

・介護サービス事業所等に関する情報をインターネットで公表し、介護サービス

利用者やその家族等の主体的な事業所選択を支援した。 

 

●目標値の現況 

No 指標 
初期値 

【調査時点】 

目標値 

【R８年度末】 

現況値 

【調査時点】 
取組の評価 

１ 
小規模多機能型居宅
介護事業所数 

79 事業所
【R5.10】 

88 事業所 
79 事業所 
【R6.11】 

市町村が公募しても応募する事業者がい
なかった。目標達成のため、引き続き市町
村を支援する。 

2 
定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業
所数 

20事業所

【R5.10】 
24 事業所 

２０事業所 
【R6.11】 

市町村が公募しても応募する事業者がい
なかった。目標達成のため、引き続き市町
村を支援する。 

３ 介護職員の人数 
34,027人 

【R4.10】 
37,488 人 

33,112 人 
【R5.10】 

外国人介護人材の受入れ、介護ロボット・
ICT 機器等の導入支援などの取り組みを
推進し、人材確保に寄与した。 
さらなる人材確保のため、引き続き外国
人介護人材の確保等の施策に取り組む。 

４ 
特別養護老人ホーム
入所定員数 

12,810人

【R5.10】 
13,331 人 

13,113 人 
【R6.11】 

資材高騰等により施設整備は低調だった
が、転用による床数増となった。コロナ禍
を経て、介護ニーズの変化もあることか
ら、創設のみではなく、転用や長寿命化に
資する大規模改修の促進により、施設整
備を支援した。 
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No 指標 
初期値 

【調査時点】 

目標値 

【R８年度末】 

現況値 

【調査時点】 
取組の評価 

５ 
認知症高齢者グルー
プホーム入所定員数 
【第９期から追加】 

4,889人 

【R5.10】 
5,299 人 

5,004 人 
【R6.11】 

認知症の人とその家族を支えるため、市
町村が取り組むグループホーム整備に対
し支援を行った。 

６ 
介護ロボット・ICT
機器の導入事業所数 
【第９期から追加】 

251事業所 

【R4】 
740 事業所 

366 事業所 
【R５】 

介護ロボット・ICT 機器等の導入を支援
することにより、介護職員の業務負担軽
減や職場の環境改善を図った。 

７ 
キャリアパス研修の
受講者数 
【第９期から追加】 

6,448人 

【R4】 
9,650 人 

7,215 人 
【R5】 

介護職員の資質向上を図るため、職員の
階層に合わせた研修を実施することによ
り、職員のキャリア形成を支援した。 

８ 

介護保険事業の指定
事務に係る研修受講
市町村数 
【第９期から追加】 

23市町村 

【R5】 
34 市町村 

27 市町村 
【R6】 

県内市町村の介護保険事業所等の指定事
務の標準化を図ることを目的とした研修
会を開催し、令和 6 年度は令和５年度よ
りも受講市町村数が増加した。 
引き続き、市町村へ研修受講に係る積極
的な周知等を行い、受講市町村数の増加
を図る。 

 

 

 

 

 

 


